





















ると評価し， 1生活の社会化」視点で 11.個人的再生産費目J，1 I .商品的杜会化による社
会的強要品目J，1皿.直接的社会化としての固定的費目」に分類しなおしている。またこの H
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I . I ①をあげ，その時期に「増大傾向の強い費目」群として H ② Iをあげているが，
概ね氏の指摘のように推移していると見ることができる。但し，低成長期に増大傾向があると
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図l.江口氏の分類による支出構成比(1971-1997年)
1994年-1996年の対前年消費支出の伸び率は順に一 0.4%，-1.4%， -0.1%とマイナス
成長であり，この聞に E ②の小計は 4.8%， -5，205円の減少となっているが，その構成









減じて計算)すると，表 2のようになる。 1971年以後，好不況にほとんど関係なく， 1. I 
の構成比は一貫して低下し，その分田が増加してきている。その皿の中では，貯金，保険，借
金返済など「利子生み資本」に関わる支出はこの 26年の期間中に 14.3%から 21.2%へと増大





表 2. 江口氏の3分類の構成比(消費支出以外含む 1971-1997年)
1971年 1972年 1973年 1974年 1975年 1976午 1977年 1978年 1979午 1980年 1981守 1982年 1983午 1984年
I 26.3% 25.1% 24.1% 24.1% 23.3% 23.0% 21.9% 21.1% 20.1 % 19.8% 19.5% 18.8% 18.2% 17.8% 
H 32.7% 32.4% 32.5% 31.9見 32.7% 32.5% 32.4 % 32.2% 32.9% 32.4出 32.7% 33.0% 33.0% 32.6% 
皿 41.1百 42.5% 43.5出 44.0% 44.0% 44.5% 45.7% 40.7% 47.0% 47.8% 47.8出 48.2% 48.8括 49.6出
ク利子生み資本関係 14.3% 15.5% 16.2% 17.1百 16.0拓 15.3% 16.0出 15.9% 15.4% 15.0出 14.2% 14.2% 14.9出 14.8% 
合計(金額) 129，761 143，215 172.282 209，966 242，603 264，276 293，417 312.508 334，014 361. 632 377，726 402，673 416，刷)3435，73o 
1985if 1986午 1987咋 1988午 1989年 1990年 1991年 1992咋 1993年 1994午 1995年 1996年 1997午
I 17.0% 16.8出 16.2% 16.0% 16.1% 15.8% 15.8% 15.5出 15.1% 14.6% 14.1% 13.8% 14.1% 
H 31.8% 31.6出 31.1% 31.3% 31.5% 31 出 31.1 % 30.6% 30.4% 29.5% 29.2% 28.7% 28.6% 
皿 51.2% 51.6% 52.6% 52.6% 52.4% 53.0出 53.1 % 53.8% 54.5% 55.9% 56.6% 57.5% 57.4% 







年報」中の 11世帯あたり年平均 1か月間の収入と支出」データである O この年報集計では，
例えば「第 2表都市階級・地方別 1世帯あたり年平均 1か月間の収入と支出(全世帯)jの








計・合計値などを除く細目費目は 92費目 (1987年は 91費目)であり，これを変数として扱
うが，構成比の少ないものは相関分析などを通じて相互に関わりあうとみられる類似費目を統
合し 60費目に統合し，それを分析変数とみなす(表 1参照)。その上で，各年度についてこの























































































20.1%ー 25.4%という，あまり大きくない変動であるが， 40 -44歳と 65歳以上に山がある。
3.世帯階層の判別
江口氏の 3範時 4分類と，筆者の因子による 4分類が，消費支出構造から世帯の種類を示す
ときに，どれほどの適応性があるのかを， 2 -1のデータとケースから判別することを試みた。
その方法は， (1) 1987， 1992， 1997年の家計調査年報データから，それぞれの年度におけ
る「年間収入階層j，I年間収入 5分位階級j，I世帯主の年齢階層j，I住居の所有関係j，I世帯
主の職業j，I地域」などについての集計が有るものを摘出し， (2)年間収入階層については，
1997年の場合，さらに 300万円未満層と 500- 700万円層， 1，000万円以上層だけを取り出
し，それをランク 1，ランク 2，ランク 3と設定し， (3) 江口氏の 4分類と，筆者の 4分類
を変数とする判別分析を行う，というものである o (注 6参照)
表 3. 2つの分類方式による判別度
分類方式 内膝の分類 江口氏の分類
年度 1987年 1992年 1997年 1987年 1992年 1997年
年間収入階層 ケス数 484 536 484 536 531 
(-300万円， 500-700， 誤分類数 32 36 46 53 62 49 
1000万円一) イシ 王主て一十ー 6.6% 6.7% 8.7% 11.0% 11.6% 9.2% 
ケ ス数 286 221 221 
年間収入 5分位階級
誤分類数 37 28 20 
(第 1，3， 5階級) 。率 12.9% 12.7% 9.0% 1 
286 221 221 
40 18 21 
14.0% 8.1 % 9.5% 
ケ ス数 38 34 33 38 34 33 
世帯主の年齢階層
誤分類数 2 2 
(20-29， 40-49， 60歳-)
イシ 一法「て 5.3% 5.9% 3.0% 
5 1 。
13.2% 2.9% 0.0% 
ケ ス数 266 269 
住居の所有関係
誤分類数 6 5 
(持家と借家)
ク 率 2.3% 1.9% 0.7% 
266 269 268 
48 38 24 
18.0% 14.1% 9.0% 
ケ ス数 44 44 44 
世帯主の職業 1
誤分類数 O 。 O 
(勤労者と故人営業)
ク 率 0.0% 0.0% 0.0% 1 
44 44 44 
O O 。
0.0% 0.0% 0.0% 
ケ ス数 44 44 44 
世帯主の職業 2
誤分類数 7 4 5 
(民間職員と官公職員)
ク 率 15.9% 9.1 % 11.4% 
44 44 44 
7 3 6 
15.9% 6.8% 13.6% 
ケ ス数 178 169 
地 域
誤分類数 34 22 26 
(大都市と町村) 。率 19.1 % 13.0% 15.3% 
178 169 170 
21 16 21 



















の事態まで想定してはいないようなので，その点での補足は必要である O また， I利
子生み資本」の支配強化が，一層強まっていることも，氏の分析以降のデータで証明
されているものと考える。
( 2 ) 氏の分類は，社会化の進展度を判別するには有効である。しかしそうした構造以外の
要因が働く世帯階層の判別への有効性は大きくはない。ただし，近年の高齢化の進行
の中で， 11.個人的再生産費目」支出率が相対的に高くなり， I I ①.大量生産に
よる工業製品」への支出率が低くなっている高齢者階層など，年齢別の世帯階層を判
別する有効性は高まるものと推察する O






( 4 ) 但し，そうした特徴を持っているからこそ，世帯の収入や年齢などといった階層判別
への有用性があることも示されている。
58一







化H 労働句法社， 1986年， 76 - 128頁。
(3 ) 本稿で示している筆者の分類軸は，内藤三義「家計調査年報のデータベース化J，社会学部論
集， l'弗教大学学会 24号， 1990年， 58 -76頁，で既に明らかにしている。
(4 ) 同上， 72 -74頁参照。
































(5 ) この判別の試みも， 上記論文で、は 1988年家計調査年報を対象に行っている(向上. 75頁)。
(6 ) 判別分析を試みた階層分類などは次の通りである O
ランク 1 ランク 2 ランク 3
年間収入階層 (1997年) -300万円 500-700万円 1000万円以上
年間収入階層(1987・92年) -200万円 400-600万円 800万円以上
年間収入 5分位階級 第 1階級 第3階級 第5階級
世帯主の年齢階層 20-29歳 40-49歳 60歳以上
住居の所有関係 持 家 借 家
世帯主の職業 1 勤労者 個人営業
世帯主の職業 2 民間職員 官公職員
地 域 大都市 町 村
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現代日本の家計支出構造(内藤三義)
年間収入階層は 18階層に分類されているが，そのすべてを判別分析の対象とするのではなく，いく
つかにカテゴライズされたランクを対象に解析を行っている。 1つの分類費目に対して，全てのケー
スを判別の対象とするのではなく，少し距離を置いたグループのみを抽出している。
(ないとう みつよし 応用杜会学科)
1999年10月 15日受理
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